
社 会 資 本 総 合 整 備 計 画

狭山中学校区地区都市再生整備計画（第１回変更）

平 成 ２ ９ 年 ３ 月 ２ １ 日

大 阪 府 大 阪 狭 山 市



1 狭山中学校区地区都市再生整備計画

平成２９年度　～　平成３０年度　（２年間） 大阪府大阪狭山市

・子育てにやさしい環境づくりに取り組み、子育てにやさしい環境の満足度を23.6%（H26）から30.0%（H31）に増加させる。
・出産・子育てを支援して若い世代の定住を促進し、0-4歳人口を2,375人（H26）から2,475人（H31）に、出生数を434人（H26）から512人（H31）に増加させる。
・子育て世代活動支援のための拠点施設の整備に取り組み、子育て世代活動支援センター利用人数を21,110人／年（H26）から31,000人／年（H31）に増加させる。

（H30末）

子育てにやさしい環境づくりの満足度（アンケート調査）

0-4歳人口（市内全体の住基人口）

出生数（市内全体の住基人口）

子育て世代活動支援センター利用人数（あそびの広場利用者数）

Ａ　基幹事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 個別施設計画 備考

種別 種別 対象 間接 （延長・面積等） H29 H30 策定状況

A-1 都市再生 一般 大阪狭山市 直接 狭山中学校区地区都市再生整備計画 大阪狭山市 511.0

合計 511.0

Ｂ　関連社会資本整備事業（該当なし）

事業 地域 交付 直接 個別施設計画 備考
種別 種別 対象 間接 H29 H30 策定状況

合計 0

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H29 H30

合計 0

番号 備考

Ｄ　社会資本整備円滑化地籍整備事業

事業 地域 交付 直接 備考

種別 種別 対象 間接 H29 H30

合計 0

番号 備考

交付金の執行状況
（単位：百万円）

0 0

H30

交付額
（c=a+b）

173

計画別流用
増△減額
（b）

00

前年度からの繰越額
（d）

31

一体的に実施することにより期待される効果

配分額
（a）

17331

H29

大阪狭山市 A=222ha

事業者
要素となる事業名

（事業箇所）

費用便益比

番号 事業者
要素となる事業名

（事業箇所）

事業内容
市町村名

事業実施期間（年度） 全体事業費
（百万円）（面積等）

一体的に実施することにより期待される効果

番号

番号

全体事業費
（百万円）

事業実施期間（年度） 全体事業費
（百万円）

事業者 要素となる事業名 事業内容
市町村名

港湾・地区名

事業者 要素となる事業名
事業内容

市町村名
（延長・面積等）

（H26）

23.6%

2,375人

434人

21,110人／年

30.0%

2,475人

512人

31,000人／年

Ａ 511.0百万円 0.0 Ｃ Ｄ
効果促進事業費の割合

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）
0.0%

平成２９年　３月２１日

費用便益比市町村名
全体事業費
（百万円）

（参考様式２）社会資本総合整備計画（都市再生整備計画）
計画の名称

計画の期間 交付対象

大目標　「生涯住み続けたい」と思えるまちづくり
　目標１　出産・子育てを支援して若い世代の定住を促す。
　目標２　ともに学び世代をつないで人を育むまちづくりの推進のために、子育てにやさしい環境づくりに取り組みます。

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値
備考

当初現況値 中間目標値 最終目標値

計画の目標

重点配分対象の該当

0.0

交付対象事業

Ｂ全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）
511.0百万円



※　平成２９年度以降の各年度の決算額を記載。

不用額
（h = c+d-e-f）

未契約繰越＋不用率
(h = (g+h)/(c+d)）

未契約繰越＋不用率が10％を超えている
場合その理由

支払済額
（e）

翌年度繰越額
（f）

0 0

うち未契約繰越額
（g）

31 173

0 0

0.0% 0.0%

0 0



（参考様式３）　　（参考図面）都市再生整備計画

計画の名称 狭山中学校区地区都市再生整備計画

計画の期間 平成２９年度　～　平成３０年度　（２年間） 大阪府大阪狭山市交付対象

狭山池

1-A1-1

狭山中学校区地区都市再生整備計画

0m              2km

0m                                      1km



都市再生整備計画（第
だ い

１回
か い

変更
へ ん こ う

）

狭山
さ や ま

中学校
ち ゅ う が っ こ う

区
く

地区

大阪府
お お さ か ふ

　大阪狭山市
お お さ か さ や ま し

平成２９年　３月



都市再生整備計画の目標及び計画期間

市町村名 地区名 面積 222 ha

平成 29 年度　～ 平成 30 年度 平成 29 年度　～ 平成 年度

目標

目標設定の根拠
まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

％ 平成26年度 平成31年度

人 平成26年度 平成31年度

人 平成26年度 平成31年度

人／年 平成26年度 平成31年度

都道府県名 大阪府 大阪狭山市 狭山中学校区地区

計画期間 交付期間 30

大目標　「生涯住み続けたい」と思えるまちづくり
　目標１　出産・子育てを支援して若い世代の定住を促す。
　目標２　ともに学び世代をつないで人を育むまちづくりの推進のため、子育てにやさしい環境づくりに取り組みます。

○『第四次大阪狭山市総合計画後期基本計画』
　　後期基本計画では、「生涯住み続けたい」と思えるまちづくりを基本課題に据え、子育て、医療・介護の充実など、さまざまな世代の人たちの「生活安心」を高めるとしています。安心して子どもを生み育てることができるよう、妊娠・出産・子育てを切れ目
なく支える体制を充実させる必要があります。
○『大阪狭山市総合戦略』
　　「子育て環境が良い」ことが本市の強みとなっており、この強みを活かすため、子育て・教育環境の充実と子育て世代の転入、定住及び出世率の向上を優先課題に位置付けています。
○『大阪狭山市子ども・子育て支援事業計画』、『大阪狭山市新幼保連携推進計画』
　　本市では、子育てにやさしいまちづくりの一環として、中学校区に１か所ずつ子育て支援の拠点施設を設置しています。
○『大阪狭山市都市計画マスタープラン』ほか
　　子育て世代活動支援センターの整備箇所は、中心市街地拠点及び行政・文化交流ゾーンに位置付けられています。また、南海高野線大阪狭山市駅や、大阪狭山市循環バスの起終点である大阪狭山市役所に近接しており、公共交通の利便性が高
い。

　狭山中学校区では子育て支援施設の利用対象となる乳幼児が最も多いにもかかわらず、保育所の子育て支援事業として実施していることから、他の中学校区のように、常時多くの親子が利用できる施設設置の要望が大きくなっています。

○『第四次大阪狭山市総合計画後期基本計画』
　　子育て支援の拠点施設において、子育て世代が気軽に利用できるよう実施する事業の充実に努めるとともに、新たな拠点施設の整備を検討します。
○『大阪狭山市総合戦略』
　　出産・子育ての支援を重点取組とし、主な事業として、子育て支援のための拠点施設の整備に取り組みます。
○『大阪狭山市子ども・子育て支援事業計画』、『大阪狭山市新幼保連携推進計画』
　　狭山中学校南側の市有地については、駅前にありながらも閑静で、全ての市循環バスの起終点である市役所内の停留所に近く、市内のどこからでも来やすい場所にありますので、この土地に、市の子育て支援の象徴となるような新たな子育て世代
活動支援の拠点施設を設置します。また、中学校に隣接していることから、中学生をはじめとする世代間の交流ができるように、また、子育て世代に限らず広く市民の利用を想定した施設の整備を図ります。

指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性 従前値 目標値

0-4歳人口 市内全体の住基人口 2,375 2,475

子育てにやさしい環境づくりの満足度 子育てにやさしい環境づくりの満足度（アンケート調査による 23.6

512

子育て世代活動支援センター利用人数 子育て世代活動支援センター利用者数 21,110 31,000

出生数 市内全体の住基人口 434

多用なニーズに対応した保育サービスの向上や、きめ細やかでさ
まざまな子育て支援サービスの取組として、子育て支援拠点の整
備をすすめることにより出産・子育てを支援して若い世代の定住を
促進する。

30



都市再生整備計画の整備方針等

計画区域の整備方針

その他

方針に合致する主要な事業
・狭山中学校南側の市有地については、駅前にありながらも閑静で、全ての市循環バスの起終点である市役所内の停留所に近く、市内のどこからでも来
やすい場所にありますので、この土地に、市の子育て世代活動支援の象徴となるような新たな拠点施設を設置します。

高次都市施設（基幹事業／子育て世代活動支援センター）

・子育て世代活動支援センター整備予定地に隣接する市道狭山１０号線について、歩車分離等の整備を行う。
・大阪狭山市駅周辺に情報板を設置する。

道路（基幹事業）
情報板（基幹事業／地域生活基盤施設）



様式３　目標を達成するために必要な交付対象事業等に関する事項

（金額の単位は百万円）
基幹事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象 費用便益比
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費 Ｂ／Ｃ

道路 大阪狭山市 直 L=50m 30 30 30 30 5 5 5 0 5

道路

道路

道路

公園

古都保存・緑地保全等事業

河川

下水道

駐車場有効利用システム

地域生活基盤施設 大阪狭山市 直 5箇所 30 30 30 30 5 5 5 0 5

高質空間形成施設

高次都市施設 大阪狭山市 直 A=1,800㎡ 29 30 29 30 500 500 500 0 500

中心拠点誘導施設

生活拠点誘導施設

高齢者交流拠点誘導施設

既存建造物活用事業（高次都市施設）

土地区画整理事業

市街地再開発事業

住宅街区整備事業

バリアフリー環境整備事業

優良建築物等整備事業

拠点開発型

沿道等整備型

密集住宅市街地整備型

耐震改修促進型

街なみ環境整備事業

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

合計 510 510 510 0 510 …A

提案事業（継続地区の場合のみ記載）

（参考）全体 交付期間内 交付対象

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費

大阪狭山市 直 30 30 30 30 1 1 1 1

合計 1 1 1 0 1 …B

合計(A+B) 511
（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間 開始年度 終了年度

大阪狭山市 ○ 28 31 未定

大阪狭山市 ○ 28 29 未定

合計 0

交付対象事業費 511.0 交付限度額 204.4 国費率 0.4

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間 交付期間内事業期間

細項目

市道狭山１０号線

情報板

子育て世代活動支援センター

連携生活拠点誘導施設

住宅市街地
総合整備
事業

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間 交付期間内事業期間

細項目

地域創造
支援事業

子育て世代活動支援センター

事業活用調
査

まちづくり活
動推進事業

事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模
（いずれかに○） 事業期間

全体事業費

認定こども園の設置 （仮称）さやま西こども園・（仮称）さやま

市立幼稚園の充実 東幼稚園・半田幼稚園・東野幼稚園



都市再生整備計画の区域

　狭山中学校区地区（大阪府大阪狭山市） 面積 222 ha 区域

東野中一丁目、二丁目、三丁目、東野西一丁目、東池尻二丁目、三丁目、四丁目、五丁目、池尻北一丁目、二丁
目、池尻中一丁目、池尻中二丁目、池尻中三丁目、池尻自由丘一丁目、池尻自由丘二丁目、池尻自由丘三丁目、
狭山一丁目、二丁目、三丁目、四丁目、五丁目、金剛二丁目、半田六丁目

　南部大阪都市計画図（大阪狭山市）

狭山中学校区地区都市再生整備計画
面積222ha

狭山池

大阪狭山市駅

0m              2km

0m        １km

狭山駅


